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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第１四半期累計期間 
第64期 

第１四半期累計期間 
第63期 

会計期間 
自平成28年７月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年７月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年７月１日 
至平成29年６月30日 

売上高 （千円） 2,510,709 2,534,008 10,532,090 

経常利益 （千円） 155,666 151,438 592,424 

四半期（当期）純利益 （千円） 100,237 96,404 382,357 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － 

資本金 （千円） 300,745 300,745 300,745 

発行済株式総数 （千株） 4,105 4,105 4,105 

純資産額 （千円） 8,059,100 8,331,945 8,283,478 

総資産額 （千円） 9,368,022 11,375,089 11,250,461 

１株当たり四半期（当期）

純利益金額 
（円） 25.12 24.16 95.83 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 30.00 

自己資本比率 （％） 86.0 73.2 73.6 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

2/13



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

 当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀の継続的な金融緩和政策の下、好調な

企業業績を反映して雇用・所得環境は緩やかな回復傾向を示したものの、米国大統領の政策運営に対する不安や、

ＥＵ離脱を目指す英国による欧州政治への影響、並びに中国を始めとする新興国経済への警戒感などに加え、安全

保障問題のリスクも高まり、不確実な世界情勢に伴う経済の下振れ懸念が拡大する中、国内政治の行方にも流動化

の惧れが生じるなど、景気の先行きに対する不透明感は依然として払拭できない状況の下で推移いたしました。

 当社の関連する住宅市場におきましては、低水準にある住宅ローン金利や被災地着工の進展に加え、省エネ住宅

補助金制度など政府による各種住宅取得支援政策を背景として、新設住宅着工戸数は緩やかな持ち直しを示したも

のの、人工不足や建築資材の値上がりを背景に住宅価格は高止まりとなり、更には工事の遅延、マンション着工の

調整等も重石となり、本格的な市場の回復には未だ至らない水準で推移いたしました。

 このような状況ながらも、当社は今期を最終年度とする「第９次中期経営計画（第62期～第64期）」において掲

げた「自己改革に基づく新たなステージでの飛躍」とのスローガンの下、内装金物全般に目を向けた「裾野の広い

商品開発と新たな営業戦略の推進」を基本方針と定め、住宅関連産業における企画開発型企業として、より現場主

義に徹した商品開発を目指し、機能性と利便性を向上して市場のニーズに応える「ものづくり」を推進するととも

に、活動を本格化した「セールスプロモーションチーム」を主軸に、変革期を迎えた金物業界へ一石を投じ、全方

位のお客様に対する積極的な営業活動に最大の努力を傾注しつつ、併せて販売費及び一般管理費の圧縮など、調整

かつ管理可能な諸施策を講じて、困難な市場環境に対応し得る営業体制とこれを支える管理体制の強化を図るべ

く、各々の課題に取り組んで参りました結果、当第１四半期累計期間の業績は売上高2,534百万円（前年同期比

0.9％増）、営業利益146百万円（前年同期比1.7％増）、経常利益151百万円（前年同期比2.7％減）、四半期純利

益96百万円（前年同期比3.8％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 当第１四半期会計期間末の資産総額は11,375百万円となり、前事業年度末に比べ124百万円の増加となりまし

た。主な内容は、投資有価証券が119百万円増加したこと等によるものです。

 負債につきましては3,043百万円となり、前事業年度末に比べ76百万円の増加となりました。主な内容は、支払

手形及び買掛金が73百万円増加したこと等によるものです。

 純資産につきましては8,331百万円となり、前事業年度末に比べ48百万円の増加となりました。主な内容は、配

当金支払で59百万円減少しましたが、当第１四半期累計期間における四半期純利益で96百万円増加したこと等によ

るものです。

 

(3）経営方針・経営戦略等

 当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(5）研究開発活動

 当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は20百万円であります。

 なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,420,000

計 15,420,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 4,105,000 4,105,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,105,000 4,105,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 4,105 － 300,745 － 273,245

 

(6)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7)【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    115,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,989,500 39,895 －

単元未満株式 普通株式        400 － －

発行済株式総数 4,105,000 － －

総株主の議決権 － 39,895 －

（注） 単元未満株式は、当社保有の自己株式17株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

アトムリビンテック株式会社

東京都台東区入谷

一丁目27番４号
115,100 － 115,100 2.80

計 － 115,100 － 115,100 2.80

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

 第63期事業年度                   監査法人よつば綜合事務所

 第64期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間   明治アーク監査法人 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年６月30日) 
当第１四半期会計期間 
(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,335,045 4,176,605 

受取手形及び売掛金 2,550,038 ※ 2,585,687 

有価証券 201,520 201,290 

商品 467,708 590,187 

その他 64,037 50,964 

貸倒引当金 △255 △258 

流動資産合計 7,618,094 7,604,476 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 960,666 948,487 

工具、器具及び備品（純額） 130,015 186,438 

土地 1,027,767 1,027,767 

その他（純額） 20,339 7,499 

有形固定資産合計 2,138,789 2,170,193 

無形固定資産 84,076 76,432 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,287,617 1,407,112 

その他 121,882 116,875 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 1,409,500 1,523,987 

固定資産合計 3,632,366 3,770,613 

資産合計 11,250,461 11,375,089 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年６月30日) 
当第１四半期会計期間 
(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 688,836 ※ 762,634 

電子記録債務 1,577,326 ※ 1,596,468 

未払法人税等 111,686 54,578 

製品補償引当金 65,590 62,845 

その他 189,327 227,354 

流動負債合計 2,632,767 2,703,881 

固定負債    

退職給付引当金 142,769 145,005 

役員退職慰労引当金 188,845 191,657 

その他 2,600 2,600 

固定負債合計 334,215 339,263 

負債合計 2,966,983 3,043,144 

純資産の部    

株主資本    

資本金 300,745 300,745 

資本剰余金 273,245 273,245 

利益剰余金 7,730,268 7,766,824 

自己株式 △64,475 △64,475 

株主資本合計 8,239,782 8,276,339 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 43,695 55,606 

評価・換算差額等合計 43,695 55,606 

純資産合計 8,283,478 8,331,945 

負債純資産合計 11,250,461 11,375,089 
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成28年７月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 2,510,709 2,534,008 

売上原価 1,852,836 1,852,511 

売上総利益 657,872 681,497 

販売費及び一般管理費 513,431 534,544 

営業利益 144,441 146,952 

営業外収益    

受取利息 2,509 2,680 

受取配当金 40 － 

仕入割引 7,788 1,848 

為替差益 594 － 

その他 292 72 

営業外収益合計 11,225 4,601 

営業外費用    

為替差損 － 115 

営業外費用合計 － 115 

経常利益 155,666 151,438 

特別利益 － － 

特別損失    

固定資産除却損 － 0 

特別損失合計 － 0 

税引前四半期純利益 155,666 151,438 

法人税、住民税及び事業税 45,221 49,810 

法人税等調整額 10,207 5,223 

法人税等合計 55,429 55,033 

四半期純利益 100,237 96,404 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債

務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
当第１四半期会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 － 77,911千円

支払手形 － 10,789千円

電子記録債務 － 10,472千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

減価償却費 37,342千円 46,812千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日） 

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月27日

定時株主総会
普通株式 49 12.50 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日） 

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 59 15.00 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社は、住宅用内装金物事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25円12銭 24円16銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 100,237 96,404

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 100,237 96,404

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,989 3,989

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月10日

アトムリビンテック株式会社 

取締役会 御中 

 

明治アーク監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 木 村  ゆ り か   印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 長 井  裕 太    印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアトムリビンテ

ック株式会社の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第64期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年７月１日

から平成29年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アトムリビンテック株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

その他の事項

 会社の平成29年６月30日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成28年11月８日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て平成29年９月15日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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